
「整理番号」コード表

大分類 中分類（百の位） 小分類（十の位及び一の位）

０１ 憲法特殊研究（国法学を含む。）

０２ 行政法特殊研究（地方自治法を含む。）

０３ 環境法特殊研究

０４ 租税法特殊研究

０５ 財政法特殊研究

０６ 国際法特殊研究

０７ 国際経済法特殊研究

１１ 憲法専攻指導（国法学を含む。）

１２ 行政法専攻指導

１３ 租税法専攻指導

１４ 財政法専攻指導

１５ 国際法専攻指導

１６ 国際経済法専攻指導

２１ 民法特殊研究

２２ 消費者法特殊研究

２３ 商法特殊研究

２４ 金融商品取引法特殊研究

２５ 民事訴訟法特殊研究

２６ 破産法特殊研究

２７ 刑事法特殊研究（刑法、刑事訴訟法、刑事学を含む。）

２８ 労働法特殊研究

２９ 社会保障法特殊研究

３０ 経済法特殊研究

３１ 国際私法特殊研究

３２ 知的財産法特殊研究

３３ コンピュータ法特殊研究

３４ 金融法特殊研究

３５ 国際民事手続法特殊研究

３６ 国際取引法特殊研究

３７ 実定法特殊研究

３８ 国際ビジネス法特殊研究

１ 実定法



５１ 民法専攻指導

５２ 消費者法専攻指導

５３ 商法専攻指導

５４ 民事訴訟法専攻指導

５５ 破産法専攻指導

５６ 刑法専攻指導

５７ 刑事訴訟法専攻指導

５８ 刑事学専攻指導

５９ 労働法専攻指導

６０ 社会保障法専攻指導

６１ 経済法専攻指導

６２ 国際私法専攻指導

６３ 知的財産法専攻指導

０１ 法哲学特殊研究

０２ 比較法特殊研究

０３ 英米法特殊研究

０４ フランス法特殊研究

０５ ドイツ法特殊研究

０６ ロシア・旧ソ連法特殊研究

０７ ＥＵ法特殊研究

０８ 中国法特殊研究

０９ イスラーム法特殊研究

１０ イベロ・アメリカ法特殊研究

１１ 日本法制史特殊研究

１２ 日本近代法史特殊研究

１３ 西洋法制史特殊研究

１４ ローマ法特殊研究

１５ 東洋法制史特殊研究

１６ 法社会学特殊研究

１７ 現代法過程論特殊研究

１８ 基礎法学特殊研究

３１ 法哲学専攻指導

３２ 比較法専攻指導

３３ 英米法専攻指導

３４ フランス法専攻指導

法学政治学研
究科総合法政

専攻

２ 基礎法学



３５ ドイツ法専攻指導

３６ ロシア・旧ソ連法専攻指導

３７ ＥＵ法専攻指導

３８ 中国法専攻指導

３９ イスラーム法専攻指導

４０ イベロ・アメリカ法専攻指導

４１ 日本法制史専攻指導

４２ 西洋法制史専攻指導

４３ ローマ法専攻指導

４４ 東洋法制史専攻指導

４５ 法社会学専攻指導

４６ インド法専攻指導

０１ 政治学特殊研究

０２ 政治過程論特殊研究

０３ 政治学史特殊研究

０４ アジア政治思想史特殊研究

０５ 日本政治思想史特殊研究

０６ 行政学特殊研究

０７ 都市行政学特殊研究

０８ 政策学特殊研究

０９ 国際政治特殊研究

１０ 国際政治史特殊研究（ヨーロッパ外交史を含む。）

１１ 日本政治外交史特殊研究

１２ アジア政治外交史特殊研究

１３ ヨーロッパ政治史特殊研究

１４ アメリカ政治外交史特殊研究

１５ ロシア・旧ソ連政治史特殊研究

１６ 比較政治特殊研究

１７ 現代ヨーロッパ政治特殊研究

１８ 政治特殊研究

３１ 政治学専攻指導

３２ 政治過程論専攻指導

３３ 政治学史専攻指導

３４ アジア政治思想史専攻指導

３５ 日本政治思想史専攻指導

３ 政治



３６ 行政学専攻指導

３７ 国際政治専攻指導

３８ 国際政治史専攻指導（ヨーロッパ外交史を含む。）

３９ 日本政治外交史専攻指導

４０ アジア政治外交史専攻指導

４１ ヨーロッパ政治史専攻指導

４２ アメリカ政治外交史専攻指導

４３ ロシア・旧ソ連政治史専攻指導

４４ 比較政治専攻指導

０１ 基本科目憲法

０２ 基本科目行政法

０３ 基本科目民法１

０４ 基本科目民法２

０５ 基本科目民法３

０６ 基本科目商法

０７ 基本科目民事訴訟法

０８ 基本科目刑法

０９ 基本科目刑事訴訟法

１０ リサーチ、ライティング＆ドラフティング

１１ 上級憲法

１２ 上級行政法

１３ 公法訴訟システム

１４ 上級民法１

１５ 上級民法２

１６ 民事系判例研究

１７ 上級商法１（総合）

１８ 上級商法１（Ｍ＆Ａ）

１９ 上級商法１（閉鎖会社）

２０ 上級商法２（総合）

２１ 上級商法２（金融）

２２ 上級商法２（商事売買等）

２３ 上級民事訴訟法

２４ 上級刑法

２５ 上級刑事訴訟法

０１ 民事実務基礎

１ 法律基本科目



０２ 刑事実務基礎

０３ 法曹倫理

０４ 模擬裁判

０５ 民事弁護研究

０６ 民事事実認定論

０７ 法律相談クリニック

０８ 国際契約交渉

０９ 法と交渉

１０ 倒産処理研究

１１ リサーチペイパー

０１ 法のパースペクティブ

０２ 現代法の基本問題

０３ 英米法総論

０４ 現代アメリカ法１

０５ 現代アメリカ法２

０６ 現代ドイツ法

０７ 現代フランス法

０８ ヨーロッパ法

０９ 現代中国法

１０ 現代韓国法

１１ 比較法１

１２ 比較法２

１３ 現代法過程論

１４ 法と経済学

１５ 現代法哲学

１６ 法社会学

１７ 法制史１

１８ 法制史２

１９ 法医学

０１ 倒産法

０２ 知的財産法

０３ 国際私法

０４ 労働法

０５ 租税法

０６ 経済法

法学政治学研
究科法曹養成

専攻

２ 法律実務基礎科目

３ 基礎法学・隣接科目



０７ 国際法

０８ 国際租税法

０９ 国際経済法

１０ 国際人権法

１１ 財政法

１２ 地方自治法

１３ 情報法

１４ 立法学

１５ 消費者法

１６ 環境法

１７ 信託法

１８ 社会保障法

１９ 裁判外紛争処理法

２０ 民事執行・保全法

２１ 金融商品取引法

２２ 会社労使関係法

２３ 租税と諸法

２４ ビジネスプランニング

２５ 国際取引法

２６ 金融取引課税法

２７ コンピュータ法

２８ 刑事政策

２９ 少年非行と法

３０ 経済刑法

３１ 国際法判例研究

３２ 国際民事訴訟法

３３ 上級金融商品取引法

３４ 資本市場と公共政策

３５ 国際商事仲裁

３６ グローバル・ビジネスロー・サマープログラム

３７ 英語で学ぶ法と実務１

３８ 英語で学ぶ法と実務２

３９ 研究論文

５ 演習 ０１ 演習

４ 展開・先端科目


